
昭
和
五
十
七
年
通
商
産
業
省
令
第
三
十
四
号

深
海
底
鉱
業
暫
定
措
置
法
施
行
規
則

深
海
底
鉱
業
暫
定
措
置
法
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
六

十
四
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
同
法
を
実
施
す
る
た

め
、
深
海
底
鉱
業
暫
定
措
置
法
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に

制
定
す
る
。

目
次第

一
章
　
通
則
（
第
一
条―

第
五
条
）

第
二
章
　
深
海
底
鉱
業
の
許
可
の
申
請
等
の
手
続
（
第

六
条―

第
十
六
条
）

第
三
章
　
深
海
底
鉱
業
の
実
施
等
（
第
十
七
条―

第
十

九
条
）

第
四
章
　
雑
則
（
第
二
十
条―

第
二
十
八
条
）

附
則

第
一
章
　
通
則

（
用
語
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
深
海

底
鉱
業
暫
定
措
置
法
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
六
十
四

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用

語
の
例
に
よ
る
。

（
書
面
等
の
作
成
）

第
二
条
　
法
に
基
づ
く
申
請
及
び
届
出
の
書
面
、
図
面
及

び
書
類
は
、
一
件
ご
と
に
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

（
申
請
番
号
）

第
三
条
　
経
済
産
業
大
臣
は
、
深
海
底
鉱
業
の
許
可
又
は

変
更
の
許
可
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
申
請
書

に
申
請
番
号
を
付
し
、
こ
れ
を
当
該
申
請
人
に
通
知
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
深
海
底
の
区
域
）

第
四
条
　
法
第
二
条
第
二
項
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

区
域
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
域
と
す
る
。
た
だ

し
、
鉱
物
資
源
の
探
査
又
は
採
鉱
に
関
し
い
ず
れ
か
の

国
の
管
轄
権
の
下
に
置
か
れ
て
い
る
区
域
を
除
く
。

一
　
北
緯
二
十
度
の
線
、
西
経
百
十
度
の
線
、
北
緯
五

度
の
線
及
び
西
経
百
八
十
度
の
線
に
よ
つ
て
囲
ま
れ

る
区
域

二
　
南
緯
六
度
の
線
、
南
緯
六
度
西
経
八
十
五
度
の
点

と
南
緯
二
十
二
度
西
経
七
十
八
度
の
点
を
結
ん
だ

線
、
南
緯
二
十
二
度
の
線
及
び
西
経
百
二
度
の
線
に

よ
つ
て
囲
ま
れ
る
区
域

三
　
北
緯
二
十
四
度
の
線
、
東
経
百
六
十
一
度
の
線
、

北
緯
十
九
度
の
線
及
び
東
経
百
五
十
七
度
の
線
に
よ

つ
て
囲
ま
れ
る
区
域

（
深
海
底
鉱
物
資
源
の
存
在
状
況
の
概
要
の
調
査
方
法
）

第
五
条
　
法
第
二
条
第
三
項
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

方
法
は
、
ナ
ロ
ー
ビ
ー
ム
サ
ウ
ン
ダ
ー
、
フ
リ
ー
フ
ォ

ー
ル
サ
ン
プ
ラ
ー
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
、
調
査
の

対
象
と
な
る
地
域
を
通
じ
て
広
く
深
海
底
鉱
物
資
源
の

存
在
状
況
を
調
査
す
る
こ
と
を
い
う
。

第
二
章
　
深
海
底
鉱
業
の
許
可
の
申
請
等
の
手
続

（
深
海
底
鉱
業
の
許
可
の
申
請
）

第
六
条
　
法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
深
海
底
鉱
業

の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
一
に
よ
る

申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２
　
法
第
五
条
第
二
項
の
事
業
計
画
書
に
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
事
業
実
施
の
方
法
及
び
事
業
の
規
模

二
　
所
要
資
金
の
額
及
び
そ
の
調
達
方
法
並
び
に
借
入

金
の
返
済
計
画

３
　
法
第
五
条
第
二
項
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
書
類

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

一
　
申
請
人
が
自
然
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
戸

籍
の
謄
本
若
し
く
は
抄
本
又
は
日
本
国
の
国
民
で
あ

る
こ
と
を
証
す
る
に
足
り
る
書
面

二
　
申
請
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
定

款
、
登
記
事
項
証
明
書
又
は
日
本
国
の
法
人
で
あ
る

こ
と
を
証
す
る
に
足
り
る
書
面

三
　
申
請
人
（
申
請
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
法
人
及
び
そ
の
法
人
の
業
務
を
行
う
役

員
）
が
法
第
十
一
条
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
の
い

ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
説
明
し
た
書
面

四
　
申
請
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
最
近

の
事
業
年
度
末
の
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
並

び
に
役
員
の
履
歴
書

五
　
主
た
る
技
術
者
の
履
歴
書

六
　
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
深
海
底
鉱
業
を

適
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
経
理
的
基
礎
及
び
技
術

的
能
力
を
有
す
る
こ
と
を
説
明
し
た
書
類

七
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
様
式
第
二
に
よ

る
鉱
床
説
明
書
（
法
第
四
条
第
一
項
の
許
可
の
申
請

が
、
採
鉱
の
事
業
に
係
る
も
の
（
法
第
十
七
条
の
規

定
に
よ
る
命
令
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
る
場

合
に
限
る
。
）

４
　
二
人
以
上
共
同
し
て
深
海
底
鉱
業
の
許
可
の
申
請
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
共

同
申
請
人
全
員
が
記
名
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
第
三
項
第
一
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
経
済
産
業

局
長
が
住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八

十
一
号
）
第
三
十
条
の
七
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
都
道

府
県
知
事
（
住
民
基
本
台
帳
法
第
三
十
条
の
十
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
指
定
情
報
処
理
機
関
に
行
わ
せ
る
こ
と

と
し
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
指
定
情
報
処
理
機
関
。
第

十
条
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
か
ら
申
請
人
が
日
本

国
の
国
民
で
あ
る
事
実
を
証
す
る
本
人
確
認
情
報
の
提

供
を
受
け
る
と
き
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
第
三

項
第
一
号
の
書
面
を
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
共
同
申
請
人
の
代
表
者
）

第
七
条
　
共
同
申
請
人
は
、
申
請
書
と
と
も
に
、
全
員
が

記
名
し
た
代
表
者
選
定
の
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
共
同
申
請
人
は
、
申
請
書
に
代
表
者
を
表
示
し
て
、

前
項
の
届
出
書
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
共
同
申
請
人
は
、
代
表
者
を
変
更
し
た
と
き
は
、
全

員
が
記
名
し
た
代
表
者
変
更
の
届
出
書
を
経
済
産
業
大

臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
は
、
申
請
人
の
名
義
の

変
更
に
よ
り
申
請
人
と
な
る
べ
き
者
が
二
人
以
上
で
あ

る
場
合
に
準
用
す
る
。

（
申
請
の
区
域
の
変
更
）

第
八
条
　
法
第
七
条
の
規
定
に
よ
り
法
第
五
条
第
一
項
第

三
号
及
び
第
四
号
の
事
項
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
様
式
第
三
に
よ
る
申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
新
旧
申
請
の
区
域
の
関
係
を
明
示
し
た
図
面

二
　
第
六
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

事
業
計
画
書
（
当
該
事
項
の
変
更
に
伴
い
事
業
計
画

を
変
更
す
る
場
合
に
限
る
。
）

三
　
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
様
式
第
二
に
よ

る
鉱
床
説
明
書
（
法
第
四
条
第
一
項
の
許
可
の
申
請

が
、
採
鉱
の
事
業
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
限

る
。
）

３
　
第
六
条
第
四
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
準

用
す
る
。

（
申
請
人
の
名
義
の
変
更
）

第
九
条
　
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
人
の
名

義
の
変
更
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
四
に

よ
る
届
出
書
に
、
第
六
条
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
六
号

ま
で
に
掲
げ
る
書
類
（
共
同
申
請
人
の
脱
退
に
よ
る
名

義
の
変
更
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
項
第
五
号
及
び
第

六
号
に
掲
げ
る
書
類
。
）
を
添
え
て
、
経
済
産
業
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
第
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
相
続
そ
の
他
の
一

般
承
継
又
は
死
亡
に
よ
る
共
同
申
請
人
の
脱
退
に
よ
る

申
請
人
の
名
義
の
変
更
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、

様
式
第
五
に
よ
る
届
出
書
に
、
前
項
の
書
類
及
び
そ
の

原
因
た
る
事
実
を
証
す
る
書
面
を
添
え
て
、
経
済
産
業

大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
六
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
前
二
項
の

届
出
書
に
準
用
す
る
。

（
申
請
人
の
氏
名
等
の
変
更
）

第
十
条
　
申
請
人
は
、
氏
名
若
し
く
は
名
称
又
は
住
所
を

変
更
し
た
と
き
は
、
そ
の
事
実
を
証
す
る
書
面
を
添
え

て
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
経
済
産
業
大
臣
に
届
け
出

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
法
人
で
あ
る
申
請
人
が
そ
の
代

表
者
を
変
更
し
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

２
　
二
通
以
上
の
前
項
の
届
出
書
を
同
時
に
経
済
産
業
大

臣
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
の
書
面
は
、

一
通
を
も
つ
て
足
り
る
。

３
　
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
経
済
産
業
局
長
が

住
民
基
本
台
帳
法
第
三
十
条
の
七
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
都
道
府
県
知
事
か
ら
申
請
人
の
住
所
の
変
更
の
事
実

を
証
す
る
本
人
確
認
情
報
の
提
供
を
受
け
る
と
き
は
、

第
一
項
の
届
出
書
に
は
、
当
該
事
実
を
証
す
る
書
面
を

添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
許
可
の
基
準
）

第
十
一
条
　
法
第
十
二
条
第
一
項
第
二
号
の
経
済
産
業
省

令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る
。

区分

探
査
又
は
採
鉱
を
行
う

区
域
の
面
積

深
海
底
鉱
業
を
行

う
期
間

採

鉱

に

着

手

す

る
時
期

マンガン団塊

探
査
を
行
う
区
域
に
あ

つ
て
は
十
五
万
平
方
キ

ロ
メ
ー
ト
ル
（
既
に
法

第
四
条
第
一
項
の
許
可

を
受
け
て
い
る
場
合
に

あ
つ
て
は
、
当
該
許
可

に
係
る
深
海
底
鉱
区
と

併
せ
て
十
五
万
平
方
キ

ロ
メ
ー
ト
ル
）
以
下
、

採
鉱
を
行
う
区
域
に
あ

つ
て
は
七
万
五
千
平
方

キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
下

探
査
に
あ
つ
て
は

十
五
年
以
内
、
採

鉱
に
あ
つ
て
は
二

十
年
以
内
。
た
だ

し
、
法
第
十
四
条

第
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
深
海
底

鉱
業
を
行
う
期
間

の
変
更
の
許
可
を

受
け
た
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
変

更
後
の
期
間
以
内

。

昭

和

六

十

三

年

一

月

一

日

以

降

で

あ

つ

て

、

経

済

産

業

大

臣

が

告

示

で

定

め

る

日
以
降

コバルトリツチクラ

探
査
を
行
う
区
域
に
あ

つ
て
は
三
千
平
方
キ
ロ

メ
ー
ト
ル
（
既
に
法
第

四
条
第
一
項
の
許
可
を

受
け
て
い
る
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
許
可
に

係
る
深
海
底
鉱
区
と
併

せ
て
三
千
平
方
キ
ロ
メ

ー
ト
ル
）
以
下
、
採
鉱

を
行
う
区
域
に
あ
つ
て

探
査
に
あ
つ
て
は

十
五
年
以
内
、
採

鉱
に
あ
つ
て
は
二

十
年
以
内
。
た
だ

し
、
法
第
十
四
条

第
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
深
海
底

鉱
業
を
行
う
期
間

の
変
更
の
許
可
を

受
け
た
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
変

平

成

二

十

六

年

一

月

一

日

以

降

で

あ

つ

て

、

経

済

産

業

大

臣

が

告

示

で

1



スト

は
一
千
平
方
キ
ロ
メ
ー

ト
ル
以
下

更
後
の
期
間
以
内

。

定

め

る

日
以
降

（
深
海
底
鉱
区
等
の
変
更
の
許
可
の
申
請
）

第
十
二
条
　
法
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
十

三
条
第
二
項
第
四
号
か
ら
第
六
号
ま
で
の
事
項
を
変
更

し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
六
に
よ
る
申
請
書
を
経

済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
同
項
第
四
号
の
事
項
を
変
更
し
よ
う
と

す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
法
第
四
条
第
一
項
の
許
可
の

有
効
期
間
の
満
了
の
日
の
六
月
前
ま
で
に
申
請
を
行
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
第
六
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

事
業
計
画
書

二
　
申
請
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
最
近

の
事
業
年
度
末
の
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
並

び
に
役
員
の
履
歴
書

三
　
主
た
る
技
術
者
の
履
歴
書

四
　
前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
深
海
底
鉱
業
を

適
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
経
理
的
基
礎
及
び
技
術

的
能
力
を
有
す
る
こ
と
を
説
明
し
た
書
類

五
　
法
第
十
三
条
第
二
項
第
四
号
の
事
項
を
変
更
し
よ

う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
探
査
又
は
採
鉱
の
実

績
を
説
明
し
た
書
類

六
　
法
第
十
三
条
第
二
項
第
五
号
及
び
第
六
号
の
事
項

を
変
更
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
探
査
又

は
採
鉱
を
行
う
区
域
の
図
面
及
び
様
式
第
二
に
よ
る

鉱
床
説
明
書
（
法
第
十
四
条
第
一
項
の
許
可
の
申
請

が
、
採
鉱
の
事
業
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
限

る
。
）

３
　
第
六
条
第
四
項
の
規
定
並
び
に
第
八
条
第
一
項
及
び

第
二
項
の
規
定
（
法
第
十
三
条
第
二
項
第
五
号
及
び
第

六
号
の
事
項
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
限
る
。
）

は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
準
用
す
る
。

（
氏
名
等
の
変
更
）

第
十
三
条
　
法
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
法
第
十
三
条
第

二
項
第
三
号
の
事
項
の
変
更
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者

は
、
届
出
書
に
変
更
の
事
実
を
証
す
る
書
面
を
添
え

て
、
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
第
十
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
届

出
書
に
準
用
す
る
。

（
共
同
深
海
底
鉱
業
者
の
代
表
者
）

第
十
四
条
　
共
同
深
海
底
鉱
業
者
は
、
全
員
が
記
名
し
た

代
表
者
選
定
の
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
共
同
深
海
底
鉱
業
者
は
、
代
表
者
を
変
更
し
た
と
き

は
、
全
員
が
記
名
し
た
代
表
者
変
更
の
届
出
書
を
経
済

産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
及
び
前
項
の
規
定
は
、
深
海
底
鉱
業
者
の
地

位
の
承
継
に
よ
り
深
海
底
鉱
業
者
と
な
る
べ
き
者
が
二

人
以
上
で
あ
る
場
合
に
準
用
す
る
。

（
深
海
底
鉱
業
の
譲
渡
し
及
び
譲
受
け
の
認
可
の
申
請
）

第
十
五
条
　
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
深
海
底

鉱
業
の
譲
渡
し
及
び
譲
受
け
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
は
、
様
式
第
七
に
よ
る
申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
譲
渡
し
及
び
譲
受
け
を
必
要
と
す
る
理
由
を
記
載

し
た
書
類

二
　
譲
渡
し
及
び
譲
受
け
に
関
す
る
契
約
書
の
写
し

三
　
第
六
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

事
業
計
画
書
及
び
同
条
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
六
号

ま
で
に
掲
げ
る
書
類

四
　
探
査
又
は
採
鉱
を
行
う
区
域
の
図
面
（
法
第
十
八

条
第
一
項
の
認
可
の
申
請
が
、
深
海
底
鉱
業
の
区
域

の
一
部
の
譲
渡
し
及
び
譲
受
け
に
係
る
も
の
で
あ
る

場
合
に
限
る
。
）

３
　
第
六
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の

申
請
書
に
準
用
す
る
。

（
法
人
の
合
併
及
び
分
割
の
認
可
の
申
請
）

第
十
六
条
　
法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
の

合
併
又
は
分
割
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
様

式
第
八
又
は
様
式
第
八
の
二
に
よ
る
申
請
書
を
経
済
産

業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
合
併
又
は
分
割
を
必
要
と
す
る
理
由
を
記
載
し
た

書
類

二
　
合
併
契
約
書
又
は
分
割
計
画
書
若
し
く
は
分
割
契

約
書
の
写
し

三
　
合
併
又
は
分
割
の
条
件
に
関
す
る
説
明
書

四
　
第
六
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

事
業
計
画
書
及
び
同
条
第
三
項
第
二
号
か
ら
第
六
号

ま
で
に
掲
げ
る
書
類

第
三
章
　
深
海
底
鉱
業
の
実
施
等

（
廃
止
の
届
出
）

第
十
七
条
　
法
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
深
海
底
鉱
業

の
廃
止
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
九
に

よ
る
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
事
業
着
手
期
限
の
延
長
の
申
請
等
）

第
十
八
条
　
法
第
二
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
事
業

着
手
の
期
限
の
延
長
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、

様
式
第
十
に
よ
る
申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
第
二
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
休
止
の

認
可
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
一
に

よ
る
申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
施
業
案
）

第
十
九
条
　
法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
施
業

案
の
認
可
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十

二
に
よ
る
施
業
案
に
、
そ
の
説
明
図
を
添
え
て
、
経
済

産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
施
業
案
の
変
更
の
認
可
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
様
式
第
十
二
に
よ
る
新
た
な
施
業
案
に
、
そ
の
説

明
図
及
び
変
更
の
理
由
を
記
載
し
た
書
面
を
添
え
て
、

経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
前
二
項
の
書
類
を
提
出
す
る
と
き
は
、
そ
れ
ぞ
れ
副

本
二
通
ず
つ
を
添
え
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
章
　
雑
則

（
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
）

第
二
十
条
　
法
第
二
十
八
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉱
業
法

（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
第
百
二
十

二
条
の
規
定
に
よ
り
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
を
し
よ
う

と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
立
書

を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
申
立
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

二
　
争
議
の
当
事
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

三
　
争
議
の
経
過
の
概
要

四
　
申
立
て
の
趣
旨

２
　
前
項
の
申
立
て
を
す
る
場
合
に
は
、
他
の
当
事
者
の

数
に
応
じ
た
部
数
の
申
立
書
の
副
本
を
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

（
立
入
検
査
の
身
分
証
明
書
）

第
二
十
一
条
　
法
第
三
十
五
条
第
二
項
の
証
明
書
は
、
様

式
第
十
三
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
意
見
の
聴
取
）

第
二
十
二
条
　
法
第
三
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
意

見
の
聴
取
は
、
行
政
不
服
審
査
法
（
平
成
二
十
六
年
法

律
第
六
十
八
号
）
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
審
理

員
が
議
長
と
し
て
主
宰
す
る
意
見
聴
取
会
に
よ
つ
て
行

う
。

２
　
経
済
産
業
大
臣
は
、
意
見
聴
取
会
を
開
こ
う
と
す
る

と
き
は
、
そ
の
期
日
の
十
五
日
前
ま
で
に
、
件
名
、
意

見
聴
取
会
の
期
日
及
び
場
所
並
び
に
事
案
の
要
旨
を
処

分
に
係
る
者
又
は
審
査
請
求
人
及
び
参
加
人
に
通
知

し
、
か
つ
、
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
利
害
関
係
人
（
参
加
人
を
除
く
。
）
又
は
そ
の
代
理

人
と
し
て
意
見
聴
取
会
に
出
席
し
て
意
見
を
述
べ
よ
う

と
す
る
者
は
、
意
見
聴
取
会
の
期
日
の
十
日
前
ま
で

に
、
意
見
の
概
要
及
び
そ
の
事
案
に
つ
い
て
利
害
関
係

が
あ
る
こ
と
を
疎
明
す
る
事
実
を
記
載
し
た
文
書
に
よ

り
そ
の
旨
を
経
済
産
業
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

４
　
経
済
産
業
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し

た
者
の
う
ち
か
ら
、
意
見
聴
取
会
に
出
席
し
て
意
見
を

述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
者
を
指
定
し
、
そ
の
期
日
の
三

日
前
ま
で
に
、
指
定
し
た
者
に
対
し
て
そ
の
旨
を
通
知

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
経
済
産
業
大
臣
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
学
識
経
験
の
あ
る
者
、
関
係
行
政
機
関
の
職
員
そ

の
他
の
参
考
人
に
意
見
聴
取
会
に
出
席
を
求
め
る
こ
と

が
で
き
る
。

６
　
意
見
聴
取
会
に
お
い
て
は
、
審
査
請
求
人
、
参
加

人
、
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
者
又
は
こ

れ
ら
の
代
理
人
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
り
意
見
聴
取
会

に
出
席
を
求
め
ら
れ
た
者
以
外
の
者
は
、
意
見
を
述
べ

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

７
　
意
見
聴
取
会
に
お
い
て
は
、
議
長
は
、
最
初
に
審
査

請
求
人
又
は
そ
の
代
理
人
に
審
査
請
求
の
要
旨
及
び
理

由
を
陳
述
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８
　
意
見
聴
取
会
に
お
い
て
審
査
請
求
人
又
は
そ
の
代
理

人
が
出
席
し
な
い
と
き
は
、
議
長
は
、
審
査
請
求
書
の

朗
読
を
も
つ
て
前
項
の
規
定
に
よ
る
陳
述
に
代
え
る
こ

と
が
で
き
る
。

９
　
審
査
請
求
人
又
は
利
害
関
係
人
の
代
理
人
は
、
そ
の

代
理
権
を
証
す
る
書
類
を
議
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

10
　
意
見
聴
取
会
に
出
席
し
て
意
見
を
述
べ
る
者
が
事
案

の
範
囲
を
超
え
て
発
言
す
る
と
き
、
又
は
意
見
聴
取
会

に
出
席
し
て
い
る
者
が
意
見
聴
取
会
の
秩
序
を
乱
し
、

若
し
く
は
不
穏
な
言
動
を
す
る
と
き
は
、
議
長
は
、
こ

れ
ら
の
者
に
対
し
、
そ
の
発
言
を
禁
止
し
、
又
は
退
場

を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

11
　
議
長
は
、
意
見
聴
取
会
の
期
日
又
は
場
所
を
変
更
し

た
と
き
は
、
そ
の
期
日
及
び
場
所
を
第
四
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
を
受
け
た
者
及
び
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
意

見
聴
取
会
に
出
席
を
求
め
ら
れ
た
者
に
通
知
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

（
結
合
関
係
）

第
二
十
三
条
　
法
第
四
十
条
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

結
合
関
係
は
、
日
本
国
の
国
民
又
は
法
人
が
外
国
深
海

底
鉱
業
者
と
の
間
に
、
当
該
外
国
深
海
底
鉱
業
者
が
受

け
た
許
可
に
よ
つ
て
深
海
底
鉱
業
を
行
う
こ
と
を
内
容

と
す
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
こ
と
と
す
る
。

（
認
定
の
申
請
）

第
二
十
四
条
　
法
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
り
経
済
産
業
大

臣
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
四
に
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よ
る
申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
申
請
人
が
自
然
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
戸

籍
の
謄
本
若
し
く
は
抄
本
又
は
日
本
国
の
国
民
で
あ

る
こ
と
を
証
す
る
に
足
り
る
書
面

二
　
申
請
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
定

款
、
登
記
事
項
証
明
書
又
は
日
本
国
の
法
人
で
あ
る

こ
と
を
証
す
る
に
足
り
る
書
面

三
　
外
国
深
海
底
鉱
業
者
と
の
間
の
契
約
書
の
写
し

四
　
外
国
深
海
底
鉱
業
者
が
深
海
底
鉱
業
国
よ
り
受
け

た
許
可
の
概
要
を
説
明
し
た
書
類

五
　
外
国
深
海
底
鉱
業
者
及
び
申
請
人
が
行
う
深
海
底

鉱
業
の
概
要
を
説
明
し
た
書
類

３
　
第
六
条
第
五
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
準

用
す
る
。

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
昭
和
五
十
七
年
七

月
二
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
五
九
年
八
月
二
四
日
通
商
産
業

省
令
第
五
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
五
十
九
年
九
月
二
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
平
成
六
年
九
月
三
〇
日
通
商
産
業
省

令
第
六
六
号
）

（
施
行
期
日
）

こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
法
の
施
行
の
日
（
平
成
六

年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
三
月
三
〇
日
通
商
産
業

省
令
第
三
四
号
）
　
抄

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
平
成
一
一
年
三
月
二
九
日
通
商
産
業

省
令
第
二
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
〇
月
一
三
日
通
商
産

業
省
令
第
二
五
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
三
月
二
九
日
経
済
産
業

省
令
第
九
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及

び
商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関

係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十

三
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
一
二
月
一
八
日
経
済
産

業
省
令
第
二
二
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
十
二
月
二
十
八
日
か
ら

施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
十
八
条
の
次
に
一
条
を
加

え
る
改
正
規
定
（
第
二
十
九
条
第
四
項
第
二
号
に
係
る

部
分
に
限
る
。
）
は
、
平
成
十
四
年
三
月
一
日
か
ら
施

行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
二
月
三
日
経
済
産
業
省

令
第
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の

技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
五

年
二
月
三
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
四
日
経
済
産
業
省

令
第
一
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
動
産
登
記
法
の
施
行
の
日
（
平
成

十
七
年
三
月
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
五
年
一
二
月
二
〇
日
経
済
産

業
省
令
第
六
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
六
年
一
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
平
成
二
八
年
三
月
二
九
日
経
済
産
業

省
令
第
四
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
令
和
元
年
七
月
一
日
経
済
産
業
省
令

第
一
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら

施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
一
二
月
一
三
日
経
済
産
業

省
令
第
四
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政

手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政

運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続

等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
八
日
経
済
産
業

省
令
第
九
二
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に

よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と

い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
（
第
九
十
二

条
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る
省
令

様
式
第
十
三
を
除
く
。
）
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正

後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用

紙
（
第
九
十
二
条
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
事
業
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置

に
関
す
る
省
令
様
式
第
十
三
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。附

　
則
　
（
令
和
五
年
一
二
月
二
八
日
経
済
産
業

省
令
第
六
三
号
）
　
抄

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

様
式
第
１
（
第
６
条
関
係
）

様式第1（第6条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 収入 探査（採鉱）の事業許可申請書 印紙 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記の区域について、探査（採鉱）の事業の許可を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第5条第1項の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1深海底鉱業を行う期間 年月日から 年月日間 年月日まで 2探査又は採鉱を行う区域の位置 3探査又は採鉱を行う区域の面積 備考 1「2」の位置は、緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。 2申請書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 3用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 4氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
２
（
第
６
条
関
係
）

様式第2（第6条関係）（平10通産令34・平11通産令22・一部改正） 鉱床説明書 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 1海底地質の状態 2海底地形の状態 3鉱床の状態 位置 面積 分布密度（キログラム／平方メートル） 品位（パーセント） その他 4鉱量及び金属量 総鉱量及び金属量（百万トン） 可採鉱量及び金属量（百万トン） 5鉱量及び金属量の算出根拠 6稼行の実績 7その他参考となる事項 備考 1海底地質図、海底地形図、鉱床位置図及び鉱床図を添えて説明すること。この場合において、海底地質図は表層堆積物等厚線図、地質構造図及び海底面構成物質分布図に、海底地形図は平面図及び断面図に、鉱床図は等分布密度図、等品位図及び含有金属密度図に分けることとし、縮尺は120万分の1とすること。 2「3品位」には、銅、マンガン、ニッケル及びコバルトについて記載すること。 3「3その他」には、深海底鉱物資源の形状及び粒径並びに鉱床の確認方法等について記載すること。 4用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。  

3



様
式
第
３
（
第
８
条
関
係
）

様式第3（第8条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 申請区域の変更申請書 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記の申請について、申請の区域の位置及び面積を変更したいので、深海底鉱業暫定措置法第7条の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1申請番号 2変更前の申請の区域の位置 3変更前の申請の区域の面積 4変更後の申請の区域の位置 5変更後の申請の区域の面積 6変更の理由 備考 1「2」及び「4」の位置は、緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
４
（
第
９
条
関
係
）

様式第4（第9条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 申請人の名義の変更届収入 印紙 年月日 経済産業大臣殿 旧申請人の住所 旧申請人の氏名又は名称及 び法人にあつてはその代表 者の氏名 新申請人の住所 新申請人の氏名又は名称及 び法人にあつてはその代表 者の氏名 下記のとおり、申請人の名義を変更したので、深海底鉱業暫定措置法第10条第2項の規定に基づき、必要な書類を添えて届け出ます。 記 1申請番号 2申請の年月日 3旧申請人の氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 4新申請人の氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 備考 1届出書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
５
（
第
９
条
関
係
）

様式第5（第9条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 相続その他一般承継 （死亡による共同申請人収入 の脱退）による申請人の印紙 名義の変更届 年月日 経済産業大臣殿 新申請人の住所 新申請人の氏名又は名称及 び法人にあつてはその代表 者の氏名 下記のとおり、申請人の名義を変更したので、深海底鉱業暫定措置法第10条第3項の規定に基づき、必要な書類を添えて届け出ます。 記 1申請番号 2申請の年月日 3旧申請人の氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 4新申請人の氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 備考 1届出書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
６
（
第
１
２
条
関
係
）

様式第6（第12条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 深海底鉱区等の変更の許収入 可申請書印紙 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記のとおり、深海底鉱区等の変更の許可を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第14条第1項の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1許可番号 2変更後の深海底鉱業を行う期間 年月日から 年月日まで 年月日間 3変更後の深海底鉱区の位置 4変更後の深海底鉱区の面積 5変更の理由 備考 1「3」の位置は、緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。 2申請書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 3用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 4氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  
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様
式
第
７
（
第
１
５
条
関
係
）

様式第7（第15条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 深海底鉱業の譲渡し及び収入 譲受け認可申請書印紙 年月日 経済産業大臣殿 譲渡人の住所 譲渡人の氏名又は名称及び 法人にあつてはその代表者 の氏名 譲受人の住所 譲受人の氏名又は名称及び 法人にあつてはその代表者 の氏名 下記のとおり、深海底鉱業の譲渡し及び譲受けの認可を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第18条第1項の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1許可番号 2譲渡人の氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 3譲受人の氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 4深海底鉱業の一部の譲渡し及び譲受けの場合にあつては、当該深海底鉱区の位置及び面積 備考 1申請書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
８
（
第
１
６
条
関
係
）

様式第8（第16条関係）（平13経産令99・全改、令2経産令92・一部改正） 収入 法人の合併の認可申請書 印紙 年月日 経済産業大臣殿 住所 合併する法人の名称及び代表者の氏名 住所 合併する法人の名称及び代表者の氏名 下記のとおり、法人の合併の認可を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第18条第2項の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1許可番号 2合併前の法人の名称及びその代表者の氏名 3合併後存続する法人又は合併により設立する法人の名称 備考 1申請書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
８
の
２
（
第
１
６
条
関
係
）

様式第8の2（第16条関係）（平13経産令99・追加、令2経産令92・一部改正） 収入 法人の分割の認可申請書 印紙 年月日 経済産業大臣殿 住所 被承継人の名称及び代表者の氏名 下記のとおり、法人の分割の認可を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第18条第2項の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1許可番号 2被承継人の名称及び代表者の氏名 3承継人の名称 4深海底鉱業の一部を承継させる分割の場合にあつては、当該深海底鉱区の位置及び面積 備考 1申請書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
９
（
第
１
７
条
関
係
）

様式第9（第17条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 事業廃止届出書 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記のとおり、事業を廃止したので、深海底鉱業暫定措置法第21条の規定に基づき届け出ます。 記 1許可番号 2廃止の時期 3廃止の理由 備考 1用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 2氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  
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様
式
第
１
０
（
第
１
８
条
関
係
）

様式第10（第18条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 事業着手期限延長申請書 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記のとおり、事業着手の期限を延長したいので、深海底鉱業暫定措置法第23条第2項の規定に基づき申請します。 記 1許可番号 2事業着手の期限の延長を必要とする理由 備考 1用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 2氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
１
１
（
第
１
８
条
関
係
）

様式第11（第18条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 事業休止認可申請書 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記のとおり、事業の休止の認可を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第23条第3項の規定に基づき申請します。 記 1許可番号 2事業休止の期間 年月日から 年月日まで 年月日間 3事業の休止を必要とする理由 備考 1用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 2氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
１
２
の
１
（
第
１
９
条
関
係
）

様式第12の1（第19条関係）（平10通産令34・平11通産令22・令2経産令92・一部改正） 探査の事業に関する施業案 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 1許可番号 2探査を行おうとする区域の位置及び面積 3探査に関する事項 海底地質の状態 海底地形の状態 探査の方法 4保安に関する事項 作業の安全その他人に対する危害の予防に関する事項 施設の保全に関する事項 鉱害の防止のための施設に関する事項 5他の権益との調整に関する事項 備考 1「2」の位置は、緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  

様
式
第
１
２
の
２
（
第
１
９
条
関
係
）

様式第12の2（第19条関係）（平10通産令34・平11通産令22・令2経産令92・一部改正） 採鉱の事業に関する施業案 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 1許可番号 2採鉱を行おうとする区域の位置及び面積 3採鉱に関する事項 海底地質の状態 海底地形の状態 主要な鉱床の位置及び面積 採鉱の方法 1年間における採掘予定量及び予定平均品位 4輸送に関する事項 5選鉱及び製錬に関する事項 選鉱及び製錬の方法 1年間における産出予定量及び予定平均品位 6保安に関する事項 作業の安全その他人に対する危害の予防に関する事項 施設の保全に関する事項 鉱害の防止のための施設に関する事項 7他の権益との調整に関する事項 備考 1「2」及び「3」の位置は、緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  
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様
式
第
１
３
（
第
２
１
条
関
係
）

様式第13（第21条関係）（平12通産令254・一部改正） （表） 第号 深海底鉱業暫定措置法第35条第2項の規定による立入検査を行う職員の 身分証明書 写真 （押出スタンプ割印） 職名及び氏名 年月日生 年月日発行 有効期限 経済産業大臣○印 （裏） 深海底鉱業暫定措置法抜すい 第35条経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度において、深海 底鉱業者に対し、その業務に関し報告をさせ、又はその職員に、深海底 鉱業者の事業所又は事務所に立入り、業務の状況若しくは帳簿、書類そ の他の物件を検査させることができる。 2前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携 帯し、関係人に提示しなければならない。 3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた ものと解釈してはならない。 第47条第35条第1項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告を し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、 10万円以下の罰金に処する。 備考 用紙の大きさは、日本工業規格B8とすること。 

 

様
式
第
１
４
（
第
２
３
条
関
係
）

様式第14（第23条関係）（平10通産令34・平11通産令22・平12通産令254・令2経産令92・一部改正） 結合関係の認定申請書 年月日 経済産業大臣殿 住所 氏名又は名称及び法人にあ つてはその代表者の氏名 下記のとおり、結合関係の認定を受けたいので、深海底鉱業暫定措置法第40条の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。 記 1外国深海底鉱業者の国籍、氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 2深海底鉱業を行う期間 年月日から 年月日間 年月日まで 3深海底鉱業を行う区域の位置及び面積 備考 1「3」の位置は、緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。 2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 3氏名（代表者の氏名を除く。）は本人が記名すること。  
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